
旭川市子どもの居場所づくり支援補助金交付要綱

（趣旨）

第１条 この要綱は，旭川市子どもの居場所づくり支援補助金（以下「補助金」という。）の

交付に関し，旭川市補助金交付基準（平成１６年７月２６日付け旭財第９９号）に定めるも

ののほか，必要な事項を定めるものとする。

（目的）

第２条 この補助金は，市内で子どもの居場所づくりを実施する市民団体等に対し，当該活動

に要する経費の助成を行うことにより，困難を抱える家庭の孤立を防ぎ，子どもが安心して

暮らせるよう地域全体で子どもたちを見守る環境づくりを推進することを目的とする。

（補助対象事業）

第３条 補助金を交付する事業（以下「補助対象事業」という。）は，市民団体等が営利を目

的とせずに行う「子どもの居場所づくり活動」のうち，第２項各号のいずれかに該当し，第

３項各号のすべての要件を満たすものとする。

２ 補助対象事業となる子どもの居場所づくり活動の種類

（１）子ども食堂

子どもに食事を提供し，共に食卓を囲み，団らんの場を提供する活動

（２）学習支援

子どもの学習習慣の定着や基礎的な学力向上等のための支援やその取組を通じて，地域の

大人との交流の場を提供する活動

（３）プレーパーク

子どもが屋外で自由に工夫して遊びを作り出すことができる冒険遊び場の環境を整え，提

供するとともに，子どもの安全を確保しながら遊びを支援する活動

（４）その他の子どもの居場所づくり活動

その他市長が子どもの居場所づくり活動として適当と認める活動

３ 補助対象事業となる子どもの居場所づくり活動の要件

（１）旭川市内で実施されること。

（２）原則として同じ会場において定期的に開催すること。

（３）年度当たり４回以上開催すること。ただし，実施上やむを得ない場合は，この限りで

はない。

（４）食事の提供を行う場合，子どもに提供する食事代は，原則として無料とすること。た

だし，子どもが調理に参加しない場合の実費徴収は，この限りではない。

（５）プレーパークを行う場合，遊びを支援する者を配置すること。

（６）合理的な理由がある場合を除いて，参加する子どもの特性や家庭環境等によって参加

を制限しないこと。

（７）活動中は，常駐できる責任者を配置し，子どもの安全性に十分配慮すること。

（８）活動を行う上で知り得た個人情報を第三者に漏らさないこと。ただし，必要に応じて，

支援機関等に情報提供するなどの場合は，この限りではない。

（９）宗教活動又は政治活動を行わないこと。

４ 子どもの居場所づくりの活動が，旭川市の他の補助金・負担金の交付対象事業となる場合

は，当該補助金の交付対象外とする。



（補助対象者）

第４条 当該補助金の交付対象事業を実施する市民団体等は，次の各号に掲げる要件をすべて

満たすものでなければならない。

（１）市内に活動拠点を有し，主として市内において活動する団体又は個人であること。

（２）公序良俗に反する活動を行う団体又は個人でないこと。

（３）宗教又は政治的活動を目的としている団体又は個人でないこと。

（４）暴力団及び暴力団員でないこと。又は暴力団や暴力団員と密接な関係を有する者を構

成員としている団体でないこと。

（補助対象経費）

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は，第３条に規定

する交付対象事業に係る経費のうち別表に定めるものとする。ただし，補助対象経費とする

ことが適当でないと市長が認めるものについては，補助対象外とする。

２ 前項に規定する経費のうち，特定の収入が充当される場合は，当該充当額については対象

外とする。

（補助金交付額）

第６条 補助金額は，前条に定める補助対象経費とし，各区分に応じ，別表に定める補助基準

額を限度に予算の範囲内で市長が定める額とする。

２ 補助金の交付額の千円未満の額は切り捨てとする。

（補助金の交付申請）

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は，旭川市子どもの居

場所づくり支援補助金交付申請書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添えて市長に提

出しなければならない。

（１）事業計画書（様式第２号）

（２）補助金交付申請額算出調書（様式第３号）

（３）実施団体等の構成員名簿（謝礼金の交付申請を行う場合に限る。）

（４）その他市長が必要と認める書類

（交付の決定）

第８条 市長は，前条の規定による申請があったときは，当該申請に係る書類の審査及び必要

に応じて行う実地調査等により補助金の交付の可否を決定する。

２ 補助金の交付の可否について，旭川市子どもの居場所づくり支援補助金交付決定通知書

（様式第４号）により申請書に通知するものとする。なお，補助金の交付をしないことを決

定したときも，その旨を書面により申請者に通知する。

３ 市長は，補助金の交付決定をする場合において，目的を達成するために必要があると認め

られるときは，条件を付することができるものとする。

（申請の取下げ）

第９条 申請者は，前条第２項の通知を受けた場合において，当該通知に係る決定内容に不服

があるときは，当該通知を受理した日から１０日以内に補助金の交付申請を取り下げること

ができるものとする。

２ 前項の規定による取下げがあったときは，取り下げた申請に係る補助金の交付決定は，な

かったものとみなす。



（事情変更による交付決定の取消し等）

第 10 条 市長は，補助金の交付を決定した後において，補助金の交付決定を受けた者（以下

「補助団体」という。）の責めに帰すべき事情による場合を除き，天災その他特別な事情に

より補助事業の全部又は一部を遂行することができなくなったとき，又はその必要がなくな

ったときは，補助金の交付決定の全部若しくは一部を取り消し，又は当該決定の内容を変更

することができるものとする。ただし，補助事業のうち既に経過した期間に係る部分につい

ては，この限りではない。

（状況報告等）

第 11 条 市長は，補助事業の適正な執行を図るため必要があると認めるときは，補助団体に

対し，当該補助事業の遂行に関して報告を求め，又は実地調査を行うものとする。

２ 市長は，前項に規定する報告等に基づき，補助事業が補助金の交付決定の内容に従って遂

行されていないと認めるときは，補助団体に対して決定の内容に従って遂行するよう指示す

るものとする。

（事業の変更）

第 12 条 補助団体は，前条第２項の交付決定通知を受けた後において，補助事業の内容を変

更し，又は補助事業を廃止しようとするときは，旭川市子どもの居場所づくり支援補助金補

助事業（変更・廃止）承認申請書（様式第５号）に関係書類を添えてを市長に提出し，承認

を受けなければならないものとする。ただし，軽微な変更で市長が適当と認める場合にあっ

ては，この限りではない。

２ 市長は，前項の規定による変更若しくは廃止の承認を決定したとき，又は承認しないこと

を決定したときは，その旨を書面により補助団体に通知するものとする。

（実績報告）

第 13 条 補助団体は，事業が完了したとき又は事業の中止若しくは廃止が承認されたときは，

旭川市子どもの居場所づくり支援補助金実績報告書（様式第６号）に，次の各号に掲げる書

類を添えて，市長に報告するものとする。

（１）事業実績報告書（様式第７号）

（２）事業収支報告書（様式第８号）

（３）支出を証する書類の写し

（４）その他市長が必要と認める書類

（補助金の額の確定）

第 14 条 市長は，事業の完了の報告を受けたときは，これを審査し，必要に応じて行う現地

調査等によって，当該報告に係る補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付し

た条件に適合すると認めたときは，交付すべき補助金の額を確定するものとする。

２ 市長は，前項の規定により補助金の額を確定したときは，旭川市子どもの居場所づくり支

援補助金確定通知書（様式第９号）により補助事業者に通知する。

（交付決定の取消し）

第 15 条 市長は，補助団体が補助金を他の用途に使用し，又は補助事業に関して補助金の交

付決定の内容及び条件に従わないときは，補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すもの

とする。



２ 前項の規定は，補助事業について交付すべき補助金の額を確定した後においても適用する

ものとする。

３ 市長は，第１項の規定による取消しを決定したときは，その旨を書面により補助団体に通

知するものとする。

（交付の時期）

第 16 条 補助金は，前条の規定により補助金の額を確定した後において，補助団体からの適

正な請求により交付する。

（補助金の概算払）

第 17 条 前条の規定にかかわらず，市長は，補助事業の目的を達成するため特に必要がある

と認めるときは，補助金の交付決定額の全部又は一部について概算払をすることができるも

のとする。

２ 補助団体は，前項の規定による補助金の概算払を受けようとするときは，旭川市子どもの

居場所づくり支援補助金概算払申請書（様式第 10 号）及び資金収支計画書を提出しなけれ

ばならないものとする。

３ 市長は，概算払を決定したときは，概算払の次期及び概算払の金額を旭川市子どもの居場

所づくり支援補助金概算払決定通知書（様式第 11 号）により補助団体に通知するものとし，

概算払をしないことを決定したときも，その旨を書面により通知するものとする。

（補助金の返還）

第 18 条 市長は，補助金の交付決定を取り消した場合において，補助事業の取消しに係る部

分に関し既に補助金が交付されているときは，補助団体に対して期限を定めてその返還を請

求するものとする。

２ 市長は，交付すべき補助金の額を確定した場合において，既にその額を超える補助金が交

付されているときは，補助団体に対して期限を定めてその返還を請求するものとする。

（理由の提示）

第 19 条 市長は，第 11 条の規定による指示をするとき，又は第 15 条に規定する取消しをす

るときは，補助団体に対してその理由を示すものとする。

（関係書類の整備）

第 20 条 補助団体は，補助事業に係る経費の収入及び支出を明らかにした書類，帳簿等を整

備し，当該補助事業の完了の期日の属する年度の翌年度の初日から５年間は保存しなければ

ならないものとする。

（仕入控除税額の報告）

第 21 条 補助団体は，事業完了後に，消費税及び地方消費税（以下「消費税等」という。）

の申告により補助金に関係する消費税等に係る仕入控除税額（以下「消費税等仕入控除額」

という。）が確定した場合には，速やかに，消費税等仕入控除税額報告書（様式第 12 号）

を提出しなければならない。ただし，消費税等の申告を行う必要のない者は，この限りでは

ない。

２ 市長は，前号の報告書の提出があった場合には，当該報告に基づく消費税等仕入控除税額

に相当する金額の全部又は一部の返還を命ずることができる。



（委任）

第 22 条 この要綱に定めるもののほか，補助金の交付等に関し必要な事項は，市長が別に定

めるものとする。

附 則

この要綱は，平成 29 年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は，平成 30 年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は，平成 31 年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は，令和３年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は，令和６年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は，令和６年９月 12 日から施行する。



別表（第５条・第６条関係）

費目 説明
補助基準額

実施回数 金額

１ 会場使用料 ・あらかじめ使用料金が規定されている施設

を利用する場合に限ることとし，事業実施

及び準備に係る時間に要した費用を対象と

する。

４回以上

24 回以下
30,000 円

25 回以上

49 回以下
60,000 円

50 回以上 100,000 円

２ 保険料 ・事業実施に係る参加者及び運営スタッフの

けがや賠償責任の補償を行うために加入す

る保険の保険料を対象とする。

４回以上

24 回以下
50,000 円

25 回以上

49 回以下
70,000 円

50 回以上 100,000 円

３ 謝礼金 ・事業実施に係るボランティアへの謝礼金を

対象とし，実施団体等のスタッフへの謝礼

金は対象外とする。

・１人につき，実施１回当たりの補助上限額

は 500 円とする。

４回以上

24 回以下
10,000 円

25 回以上

49 回以下
30,000 円

50 回以上 100,000 円

４ 学習教材費 ・各補助対象事業において，学習を効果的に

支援するための教材の購入に要する費用を

対象とする。ただし，実施場所に備え置い

て使用するものに限る。

・税抜きの購入価格が20,000円を超えるもの

のほか，電子機器や家庭用電化製品などの

備品的性質のものは対象外とする。

４回以上

24 回以下
10,000 円

25 回以上

49 回以下
30,000 円

50 回以上 50,000 円


